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入国後講習に係る特例措置について

標記について、外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行

規則（平成 28 年法務省・厚生労働省令第３号）第 10 条第２項第７号ハにおいて、入国後

の第１号技能実習生に対して監理団体等が行う講習（以下「入国後講習」という。）の総

時間数の基準を定めているところ、新型コロナウイルス感染症のまん延の状況等を踏まえ、

当該技能実習生が同規則の本則に定める「過去６月以内」ではなく、附則に定める特例と

して、「令和元年８月１日以降」に本邦外において一定の要件を満たす講習（以下「入国

前講習」という。）を受けた場合には、入国後講習の総時間数を短縮できることとしてい

る（令和３年２月 26 日付け「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関

する法律施行規則の一部を改正する省令」の制定等について」（入管庁政第 33 号・開発

0226 第１号・社援発 0226 第１号。））（別添１）。

本特例については、令和４年７月 31 日までを期限としていたところであるが（令和３年

７月 29 日付け「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行

規則の一部を改正する省令」の制定等について」（入管庁法第７号・開発 0729 第２号・社

援発 0729 第１号。））（別添２）、本年３月以降、外国人の新規入国が認められている状

況を踏まえ、入国前講習の特例の期限は延長せず、その他の特例の取扱いを含め下記のと

おりとするので、貴機構におかれては、今後の業務の運営に当たり遺漏なきよう十分に御

留意いただくとともに、監理団体及び実習実施者に周知されたい。



記

第１ 「過去６月以内」の特例について（附則第７条関係）

入国後講習の所定時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から12分の１

以上に短縮できることとしている入国前講習の要件のうち「過去６月以内」について、

外国人技能実習機構（以下「機構」という。）が新型コロナウイルス感染症のまん延の

状況等を考慮してやむを得ないと認める場合には、「令和元年８月１日以降」とし、同

日以降に技能実習生が受講する講習を入国前講習として認める特例措置を、「令和４年

７月31日までの間」になされた技能実習計画の認定の申請について適用することとして

いるところ、今後は、適用の期限は延長せず、令和４年８月１日以降に受理した申請に

ついては、通例通り「過去６月以内」として取り扱うこと。

第２ 「12 分の１以上」の特例について（附則第８条関係）

「１月以上の期間かつ 160 時間以上」の入国前講習を受けた技能実習生については、

入国後講習の総時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から 12 分の１以

上に短縮できることとしているところ、機構が新型コロナウイルス感染症のまん延の状

況等を考慮してやむを得ないと認める場合であって、技能実習生が本邦外において、「45

日以上の期間かつ 240 時間以上」の課程を有し、座学により実施される講習を受けてい

るときは、「当分の間」、入国後講習の総時間数を第１号技能実習予定時間全体の 24 分

の１以上に短縮することを認めているところ、依然として本特例措置が必要な者が多数

生じているため、本特例措置については引き続き「当分の間」継続すること。

第３ オンラインでの実施について

入国後講習の実施は、座学で行われることに照らして、机と椅子が整えられた学習に

適した施設（実習実施者又は監理団体が施設を自己所有していることまでを求めるもの

ではなく、例えば市や町の公民館を借りるなど、実習実施者又は監理団体が他の者から

賃借するなどの方法で施設を確保することとして差し支えない。）で行われなければな

らないこととしているが、新型コロナウイルス感染症の影響を踏まえ、当面の間、講師

と技能実習生が、同時に双方向で意思疎通する方法（音声と映像が伴うものに限る。）

によりオンラインで実施することを可能としているところ、入国後講習の総時間数を第

１号技能実習予定時間全体の 24 分の１以上に短縮する特例措置を認める際には、機構が

入国後講習の待機期間中にオンラインでの入国後講習が実施できない理由を確認するこ

ととしている事情を鑑みれば、依然として本件措置が必要な者が多数生じているため、

本件措置については引き続き「当面の間」継続すること。

第４ 介護職種における入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて

介護職種における入国後講習の総時間数の免除についても、「「外国人の技能実習の

適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則の一部を改正する省令」の施行



に伴う介護職種における入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて」（令和３年

２月 26 日社援発 0226 第２号・老発 0226 第２号厚生労働省社会・援護局長・厚生労働省

老健局長通知）及び「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に伴う介護職種における入国後講習の時間

数の免除に係る取扱いについて」（令和３年７月 29 日社援発 0729 第２号・老発 0729 第

１号厚生労働省社会・援護局長・厚生労働省老健局長通知）で示しているところ、適用

の期限は延長せず「令和４年７月 31 日までの間」としているので、併せて留意すること。

以上
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「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規

則の一部を改正する省令」の制定等について 

 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則（平成 28 年

法務省・厚生労働省令第３号。以下「施行規則」という。）第 10 条第２項第７号ハにおい

ては、入国後の第１号技能実習生に対して監理団体等が行う講習（以下「入国後講習」と

いう。）の総時間数の基準を定めているところ、当該技能実習生が過去６月以内に本邦外

において一定の要件を満たす講習（以下「入国前講習」という。）を受けた場合には、入

国後講習の総時間数を短縮できることとしている。 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、入国後講習に係る特例措

置を講ずる「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則

の一部を改正する省令」（令和３年法務省・厚生労働省令第２号。以下「改正省令」とい

う。）（別添１）が公布及び施行された。 

改正省令の内容等は下記のとおりであるので、貴機構におかれては、今後の業務の運営

に当たり十分に御留意いただくとともに、監理団体及び実習実施者に周知されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大による人の国際的な移動に関する制限が長期化

していることにより、技能実習生が入国する時期によっては、送出国・地域において受

けていた講習が入国前講習の要件を満たさなくなること、また、入国者に対する我が国

の防疫措置により、入国後の講習開始までに一定の時間を要することが想定される。 

これを踏まえ、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るため、第１号技能

別添１ 



実習生に係る入国後講習の基準について特例を設けるもの。 

 

第２ 改正の内容 

 １ 「過去６月以内」の特例について（附則第７条関係） 

 （１）入国後講習の所定時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から 12 分

の１以上に短縮できることとしている入国前講習の要件のうち「過去６月以内」に

ついて、外国人技能実習機構が新型コロナウイルス感染症のまん延の状況等を考慮

してやむを得ないと認める場合には、「令和元年８月１日以降」とし、同日以降に

技能実習生が受講する講習を入国前講習として認めること。 

 （２）上記（１）の措置の適用に当たっては、技能実習計画認定申請書において、本邦

入国前の講習が過去６月以内に行われていない場合にあっては、当該講習が令和元

年８月１日以降に行われていること及びその理由について新型コロナウイルス感染

症による入国制限によるものであることを申請者に確認すること。 

（３）上記（２）の理由については、以下の書類により確認すること。 

   ・ 入国前講習が過去６月以内に行われていない理由を記載した書類（様式自由） 

 （４）上記（１）の措置は、改正省令の施行日から令和３年７月 31 日までの間になされ

た技能実習計画の認定の申請について適用すること。なお、改正省令の施行の際に

すでに申請がなされ、審査が行われている技能実習計画の認定の申請についても、

上記（１）の適用対象とし、上記（２）及び（３）により確認すること。 

 （５）上記（１）の措置の適用を受けることにより、入国後講習を含む技能実習の効果

的かつ安全な実施及び技能実習生の我が国での日常生活に支障が生じないよう、監

理団体等においては、入国前講習終了後の技能実習生に我が国での生活や円滑な技

能等の修得等に資する知識に触れる機会を提供するなど、必要に応じて入国前講習

の効果を低減させない取組を行うこと、また、入国後講習の「本邦での生活一般に

関する知識」の科目では、新型コロナウイルス感染症の感染防止策や災害時の対応

について周知するよう外国人技能実習機構から指導及び助言すること。 

 

 ２ 「12 分の１以上」の特例について（附則第８条関係） 

 （１）「１月以上の期間かつ 160 時間以上」の入国前講習を受けた技能実習生について

は、入国後講習の総時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から 12 分

の１以上に短縮できることとしているところ、外国人技能実習機構が新型コロナウ

イルス感染症のまん延の状況等を考慮してやむを得ないと認める場合であって、技

能実習生が本邦外において、「45 日以上の期間かつ 240 時間以上」の課程を有し、

座学により実施される講習を受けているときは、当分の間、入国後講習の総時間数

を第１号技能実習予定時間全体の 24 分の１以上に短縮することを認めること。 

    なお、特例の適用を受けた場合も、入国前講習と入国後講習の所定時間数の合計

は、現行の施行規則に規定されている総時間数と同じになることに留意すること。 

 （２）上記（１）の措置の適用に当たっては、当該措置は、技能実習の開始が我が国の

防疫措置により当初予定より遅れることを防ぐことを目的とするものであるため、

技能実習計画認定申請書において、入国後講習を 24 分の１以上に短縮する内容であ



る場合は、14 日間の待機期間中にオンラインでの入国後講習が実施できない理由を

申請者に確認すること。 

（３）上記（１）中「45 日以上の期間かつ 240 時間以上」の課程を有する入国前講習の

実施及び上記（２）については、以下の書類により確認すること。 

  ・ 入国前講習実施（予定）表に関する申請者等の誓約書（参考様式１-29 号） 

・ オンラインでの入国後講習が実施できない理由を記載した文書（様式自由） 

 （４）上記（１）の措置は、改正省令の施行日以後になされた技能実習計画の認定の申

請について適用すること。なお、改正省令の施行の際にすでに申請がなされ、審査

が行われている技能実習計画の認定の申請についても、上記（１）の適用対象とし、

上記（２）及び（３）により確認すること。 

 （５）上記（１）の措置の適用を受ける場合は、施行規則第 10 条第２項第７号ロに掲げ

る科目の入国後講習時間の合計が第１号技能実習予定時間全体の 24 分の１以上と

なるようにすること。 

この場合において、入国後講習の「本邦での生活一般に関する知識」の科目では、

新型コロナウイルス感染症の感染防止策や災害時の対応について周知すること、ま

た、「出入国又は労働に関する法令の規定に違反していることを知ったときの対応

方法その他技能実習生の法的保護に必要な情報」の科目では、従前どおり技能実習

法令、入管法令、労働関係法令、その他法的保護に必要な情報について、少なくと

も各２時間ずつ実施することを目安とし、合計で８時間実施するとともに、各科目

における留意点、通訳を付す場合の取扱い及び使用する教材等も、従前どおりであ

ることに留意すること。 

（６）上記（１）の措置の適用を受けることにより、技能実習の効果的かつ安全な実施

及び技能実習生の我が国での日常生活に支障が生じないよう、監理団体等において

は、単に入国前講習の時間数を増やすにとどまらず、必要に応じて教材や講習の内

容等を工夫するなどして講習の質の向上に努め、技能実習開始後も技能実習生の日

常生活に支障が生じていないか確認するよう外国人技能実習機構から指導及び助言

すること。 

     

第３ 介護職種における入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて 

 介護職種における入国後講習の総時間数の免除についても、改正省令の趣旨を踏まえ、

当分の間の取扱いを「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に伴う介護職種における入国後講習の時間

数の免除に係る取扱いについて」（令和３年２月 26 日社援発 0226 第２号・老発 0226 第

２号厚生労働省社会・援護局長・厚生労働省老健局長通知）（別添２）で示したところ

であるので、参照すること。 

  

 

以上 



外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る

省
令

外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
（
平
成
二
十
八
年
法

務

厚
生
労

省
働
省
令
第
三
号
）
の
一
部
を
次
の
表
の
よ
う
に
改
正
す
る
。

（
傍
線
部
分
は
改
正
部
分
）

改

正

後

改

正

前

附

則

附

則

（
技
能
実
習
の
内
容
の
特
例
）

第
七
条

入
国
後
講
習
に
つ
い
て
の
第
十
条
第
二
項

第
七
号
ハ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
令
和
三

年
七
月
三
十
一
日
ま
で
の
間
、
同
号
ハ
中
「
過
去

六
月
以
内
」
と
あ
る
の
は
、「
過
去
六
月
以
内
（
機

構
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
（
病
原
体
が

ベ
ー
タ
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
属
の
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

（
令
和
二
年
一
月
に
、
中
華
人
民
共
和
国
か
ら
世

界
保
健
機
関
に
対
し
て
、
人
に
伝
染
す
る
能
力
を

有
す
る
こ
と
が
新
た
に
報
告
さ
れ
た
も
の
に
限

る
。）で
あ
る
も
の
に
限
る
。）の
ま
ん
延
の
状
況
等

を
考
慮
し
て
や
む
を
得
な
い
と
認
め
る
場
合
に

あ
っ
て
は
令
和
元
年
八
月
一
日
以
降
）」と
す
る
。

（
新
設
）

第
八
条

入
国
後
講
習
に
つ
い
て
の
第
十
条
第
二
項

第
七
号
ハ
の
規
定
の
適
用
に
つ
い
て
は
、
当
分
の

間
、
同
号
ハ
中
「
十
二
分
の
一
以
上
」
と
あ
る
の

は
、「
十
二
分
の
一
以
上
（
機
構
が
新
型
コ
ロ
ナ
ウ

イ
ル
ス
感
染
症
（
病
原
体
が
ベ
ー
タ
コ
ロ
ナ
ウ
イ

ル
ス
属
の
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス（
令
和
二
年
一
月
に
、

中
華
人
民
共
和
国
か
ら
世
界
保
健
機
関
に
対
し

て
、
人
に
伝
染
す
る
能
力
を
有
す
る
こ
と
が
新
た

に
報
告
さ
れ
た
も
の
に
限
る
。）で
あ
る
も
の
に
限

る
。）の
ま
ん
延
の
状
況
等
を
考
慮
し
て
や
む
を
得

（
新
設
）

附

則

１

こ
の
省
令
は
、
公
布
の
日
か
ら
施
行
す
る
。

２

こ
の
省
令
に
よ
る
改
正
後
の
外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行

規
則
の
規
定
は
、
こ
の
省
令
の
施
行
の
際
現
に
行
わ
れ
て
い
る
技
能
実
習
計
画
の
認
定
の
申
請
に
つ
い
て
も
適
用
す

る
。

な
い
と
認
め
る
場
合
で
あ
っ
て
、
当
該
技
能
実
習

生
が
入
国
前
講
習
（
四
十
五
日
以
上
の
期
間
か
つ

二
百
四
十
時
間
以
上
の
課
程
を
有
す
る
も
の
に
限

る
。）を
受
け
た
場
合
に
あ
っ
て
は
、
二
十
四
分
の

一
以
上
）」と
す
る
。

令和年月日 金曜日 第号官 報
〇
法

務

省

厚
生
労
働
省
令
第
二
号

外
国
人
の
技
能
実
習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律（
平
成
二
十
八
年
法
律
第
八
十
九
号
）

第
九
条
第
二
号
（
同
法
第
十
一
条
第
二
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を
含
む
。）の
規
定
に
基
づ
き
、
外
国
人
の
技
能
実

習
の
適
正
な
実
施
及
び
技
能
実
習
生
の
保
護
に
関
す
る
法
律
施
行
規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
省
令
を
次
の
よ
う
に
定
め

る
。

令
和
三
年
二
月
二
十
六
日

法
務
大
臣

上
川

陽
子

厚
生
労
働
大
臣

田
村

憲
久



KAHYX
テキスト ボックス
別添１




                          社援発 0226 第２号 

老 発 0 2 2 6 第 ２ 号 

令和３年２月 26 日 

 

都 道 府 県 知 事 

政令市・中核市長 

地方厚生（支）局長 

 

      厚生労働省社会・援護局長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長   

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関す 

る法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に伴う介護職種に

おける入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて 

 

 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、入国後の第１

号技能実習生に対して監理団体等が行う講習（以下「入国後講習」という。）に

係る特例措置を講ずる「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護

に関する法律施行規則の一部を改正する省令」（令和３年法務省・厚生労働省令

第２号。以下「改正省令」という。）（別添）が制定され、本日公布及び施行さ

れた。 

改正省令の施行に伴い、「「介護職種について外国人の技能実習の適正な実施

及び技能実習生の保護に関する法律施行規則に規定する特定の職種及び作業に

特有の事情に鑑みて事業所管大臣が定める基準等」について」（平成 29 年９月

29 日社援発 0929 第４号・老発 0929 第２号本職通知。以下「解釈通知」という。）

により通知した入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについては、当分の間、

下記のとおりとしたので、ご了知願いたい。また、各自治体におかれては、貴

管下市町村のほか、事業者、関係団体等に対し、その周知徹底方をお願いする。 

 

記 

 

第１ 入国後講習の時間数に係る現行の取扱いについて 

  外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規

殿 

KAHYX
テキスト ボックス
別添２




則（平成 28 年法務省・厚生労働省令第３号。以下「施行規則」という。）第

10 条第２項第７号ハにおいては、入国後講習の総時間数の基準を定めている

ところ、技能実習生が過去６月以内に本邦外において一定の要件を満たす講

習（以下「入国前講習」という。）を受けた場合には、入国後講習の総時間数

を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から12分の１以上に短縮でき

ることとしている。 

また、介護職種については、「介護職種について外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則に規定する特定の職種及び

作業に特有の事情に鑑みて事業所管大臣が定める基準等」（平成 29 年厚生労働

省告示第 320 号。以下「告示」という。）第１条第２号イ、ロ及びニにおいて、

入国後講習における「日本語科目」及び「技能等の修得等に資する知識の科目」

の講義の総時間数に係る基準を定めているところ、技能実習生が入国前講習に

おいてこれらの科目の講義に相当するものを受講した場合にあっては、その教

育内容及び時間数に応じて、入国後講習における当該科目の講義の時間数の一

部を免除することができることとしている。具体的には、解釈通知第一の一の

２（３）①において、入国前講習において受講したこれらの科目の講義に相当

するものの時間数がそれぞれの科目について告示で定められた合計時間数の

２分の１以上である場合には、入国後講習において、その科目の総時間数を告

示で定められた合計時間数の２分の１を上限として免除することができるこ

ととしている。 

 

第２ 改正省令による入国後講習の特例措置の内容について 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、改正省令が制

定され、下記のとおり入国後講習に係る特例措置を講ずることとされた。 

 

１ 「過去６月以内」の特例（改正後の施行規則附則第７条関係） 

改正省令の施行日から令和３年７月 31 日までの間になされた技能実習計

画の認定の申請（※）について、外国人技能実習機構が新型コロナウイルス

感染症のまん延の状況等を考慮してやむを得ないと認める場合には、入国前

講習の要件のうち「過去６月以内」を「令和元年８月１日以降」とし、同日

以降に技能実習生が受講する講習を入国前講習として認めること。 

 

２ 「12 分の１以上」の特例（改正後の施行規則附則第８条関係） 

  改正省令の施行日以後になされた技能実習計画の認定の申請（※）につい

て、外国人技能実習機構が新型コロナウイルス感染症のまん延の状況等を考

慮してやむを得ないと認める場合であって、技能実習生が本邦外において、



「45 日以上の期間かつ 240 時間以上」の課程を有し、座学により実施され

る講習を受けているときは、当分の間、入国後講習の総時間数を第１号技能

実習予定時間全体の 24 分の１以上に短縮することを認めること。 

 

（※）いずれも、改正省令の施行の際にすでに申請がなされ、審査が行われて

いる技能実習計画の認定の申請を含む。 

 

第３ 特例措置が適用される場合の入国後講習の時間数の取扱いについて 

  介護職種についても、改正省令の趣旨を踏まえ、上記第２の２の措置が適

用される場合には、解釈通知第一の一の２（３）①のうち「２分の１」とあ

るのは、「４分の３」と読み替えるものとする。ただし、告示第１条第２号ロ

の規定に係る取扱いについては、従前のとおりとする。 

なお、上記第２の１の措置については、介護職種に係る入国前講習にも適用

されることに留意すること。 

 

以上 



                              入 管 庁 法 第 ７ 号 

開 発 0 7 2 9 第 ２ 号 

社 援 発 0729 第 １ 号 

                                                          令和３年７月 29 日 

 

 

外国人技能実習機構理事長 殿 

 

出 入 国 在 留 管 理 庁 次 長 

（ 公 印 省 略 ）  

厚生労働省人材開発統括官 

（ 公 印 省 略 ）  

 厚生労働省社会・援護局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規

則の一部を改正する省令」の制定等について 

 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則（平成 28 年

法務省・厚生労働省令第３号）第 10 条第２項第７号ハにおいては、入国後の第１号技能実

習生に対して監理団体等が行う講習（以下「入国後講習」という。）の総時間数の基準を

定めているところ、新型コロナウイルス感染症のまん延の状況等を踏まえ、当該技能実習

生が同規則の本則に定める「過去６月以内」ではなく、附則に定める特例として、「令和

元年８月１日以降」に本邦外において一定の要件を満たす講習（以下「入国前講習」とい

う。）を受けた場合には、入国後講習の総時間数を短縮できることとしている（令和３年

２月 26 日付け「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行

規則の一部を改正する省令」の制定等について」（入管庁政第 33 号・開発 0226 第１号・

社援発 0226 第１号。以下「特例通知」という。））（別添１）。 

上記特例については、令和３年７月31日までを期限としていたところ、今般、新型コロ

ナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、引き続き、入国前講習の特例の期限を延長

する「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則の一部

を改正する省令」（令和３年法務省・厚生労働省令第５号。以下「改正省令」という。）

（別添２）が公布及び施行された。 

改正省令の内容等は下記のとおりであるので、貴機構におかれては、今後の業務の運営

に当たり十分に御留意いただくとともに、監理団体及び実習実施者に周知されたい。 

 

記 

 

 

別添２ 



第１ 改正の趣旨 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、技能実習の適正な実施

及び技能実習生の保護を図るため、引き続き、入国前講習の要件についての特例の期限

を延長するもの。 

 

第２ 改正の内容 

入国後講習の所定時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から 12 分

の１以上に短縮できることとしている入国前講習の要件のうち「過去６月以内」につ

いて、外国人技能実習機構が新型コロナウイルス感染症のまん延の状況等を考慮して

やむを得ないと認める場合には、「令和元年８月１日以降」とし、同日以降に技能実

習生が受講する講習を入国前講習として認める特例措置を、「令和３年７月 31 日まで

の間」になされた技能実習計画の認定の申請について適用することとしていたところ、

「令和４年７月 31 日までの間」とし、適用の期限を１年間延長する。 

   なお、特例通知第２の２「「12 分の１以上」の特例について（附則第８条関係）」

の取扱いは、引き続き「当分の間」継続すること。 

 

第３ 「技能実習制度運用要領」（令和３年４月）の取扱いについて 

  入国後講習についての以下の記載中「令和三年七月三十一日までの間」又は「令和３

年７月 31 日までの間」とあるのは、「令和四年七月三十一日までの間」又は「令和４年

７月 31 日までの間」とする。 

 １ 第４章 技能実習計画の認定等 

第２節 技能実習計画の認定基準 

第３ 技能実習の内容に関するもの 

（７）講習の基準に関するもの 

【新型コロナウイルス感染症の感染拡大による特例措置】 

【関係省令の規定】 

   附則 

（技能実習の内容の特例） 

第七条 入国後講習についての第十条第二項第七号ハの規定の適用につ

いては、令和三年七月三十一日までの間、同号ハ中「過去六月以

内」とあるのは、「過去六月以内（機構が新型コロナウイルス感染

症（病原体がベータコロナウイルス属のコロナウイルス（令和二年

一月に、中華人民共和国から世界保健機関に対して、人に伝染する

能力を有することが新たに報告されたものに限る。）であるものに

限る。）のまん延の状況等を考慮してやむを得ないと認める場合に

あっては令和元年八月一日以降）」とする。 

（略） 

 

（中略） 

 

【確認対象の書類】 

（略） 



【留意事項】 

・①の特例措置は、令和３年２月２６日から令和３年７月３１日まで

の間に申請された技能実習計画について適用されます。 

 

 ２ 別紙②－１ 技能実習計画認定申請に係る提出書類一覧・確認表（企業単独型） 

 〇入国前講習を実施する場合 

54 入国前講習が

過去６月以内

に行われてい

ない理由を記

載した書類（特

例） 

様式自由 

 

◎ 

 

× 

 

（略） 

※「外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護に関

する法律施行規則の一部を改正

する省令」（令和３年２月26日

施行）により、新型コロナウイ

ルス感染症のまん延の状況等を

考慮してやむを得ないと認める

場合には、令和元年８月１日以

降に技能実習生が受講する講習

が入国前講習として認められま

す。本特例措置は、改正省令の

施行日から令和３年７月31日ま

での間になされた技能実習計画

の認定の申請について適用され

ます。また、改正省令の施行の

際にすでに申請がなされ、審査

が行われている技能実習計画に

ついても適用対象となります。 

有 無  

 

 

 ３ 別紙②－２ 技能実習計画認定申請に係る提出書類一覧・確認表（団体監理型） 

〇入国前講習を実施する場合 

52 入国前講習が

過去６月以内

に行われてい

ない理由を記

載した書類（特

例） 

様式自由 

 

◎ 

 

× 

 

（略） 

※「外国人の技能実習の適正な

実施及び技能実習生の保護に関

する法律施行規則の一部を改正

する省令」（令和３年２月26日

施行）により、新型コロナウイ

ルス感染症のまん延の状況等を

考慮してやむを得ないと認める

場合には、令和元年８月１日以

降に技能実習生が受講する講習

が入国前講習として認められま

す。本特例措置は、改正省令の

施行日から令和３年７月31日ま

での間になされた技能実習計画

の認定の申請について適用され

ます。また、改正省令の施行の

際にすでに申請がなされ、審査

が行われている技能実習計画に

ついても適用対象となります。 

有 無  

 

 



第４ 介護職種における入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて 

  介護職種における入国後講習の総時間数の免除についても、改正省令の趣旨を踏まえ、

当分の間の取扱いを「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に伴う介護職種における入国後講習の時間

数の免除に係る取扱いについて」（令和３年７月 29 日社援発 0729 第２号・老発 0729 第

１号厚生労働省社会・援護局長・厚生労働省老健局長通知）（別添３）で示したところ

であるので、参照すること。 

以上 



                              入 管 庁 政 第 3 3 号 

開 発 0 2 2 6 第 １ 号 

社援発 0226 第１号 

                                                          令和３年２月 26 日 

 

 

外国人技能実習機構理事長 殿 

 

出 入 国 在 留 管 理 庁 次 長 

（ 公 印 省 略 ）   

厚生労働省人材開発統括官 

（ 公 印 省 略 ）   

厚生労働省社会・援護局長 

（ 公 印 省 略 ）   

 

 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規

則の一部を改正する省令」の制定等について 

 

外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則（平成 28 年

法務省・厚生労働省令第３号。以下「施行規則」という。）第 10 条第２項第７号ハにおい

ては、入国後の第１号技能実習生に対して監理団体等が行う講習（以下「入国後講習」と

いう。）の総時間数の基準を定めているところ、当該技能実習生が過去６月以内に本邦外

において一定の要件を満たす講習（以下「入国前講習」という。）を受けた場合には、入

国後講習の総時間数を短縮できることとしている。 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、入国後講習に係る特例措

置を講ずる「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則

の一部を改正する省令」（令和３年法務省・厚生労働省令第２号。以下「改正省令」とい

う。）（別添１）が公布及び施行された。 

改正省令の内容等は下記のとおりであるので、貴機構におかれては、今後の業務の運営

に当たり十分に御留意いただくとともに、監理団体及び実習実施者に周知されたい。 

 

記 

 

第１ 改正の趣旨 

  新型コロナウイルス感染症の感染拡大による人の国際的な移動に関する制限が長期化

していることにより、技能実習生が入国する時期によっては、送出国・地域において受

けていた講習が入国前講習の要件を満たさなくなること、また、入国者に対する我が国

の防疫措置により、入国後の講習開始までに一定の時間を要することが想定される。 

これを踏まえ、技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護を図るため、第１号技能



実習生に係る入国後講習の基準について特例を設けるもの。 

 

第２ 改正の内容 

 １ 「過去６月以内」の特例について（附則第７条関係） 

 （１）入国後講習の所定時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から 12 分

の１以上に短縮できることとしている入国前講習の要件のうち「過去６月以内」に

ついて、外国人技能実習機構が新型コロナウイルス感染症のまん延の状況等を考慮

してやむを得ないと認める場合には、「令和元年８月１日以降」とし、同日以降に

技能実習生が受講する講習を入国前講習として認めること。 

 （２）上記（１）の措置の適用に当たっては、技能実習計画認定申請書において、本邦

入国前の講習が過去６月以内に行われていない場合にあっては、当該講習が令和元

年８月１日以降に行われていること及びその理由について新型コロナウイルス感染

症による入国制限によるものであることを申請者に確認すること。 

（３）上記（２）の理由については、以下の書類により確認すること。 

   ・ 入国前講習が過去６月以内に行われていない理由を記載した書類（様式自由） 

 （４）上記（１）の措置は、改正省令の施行日から令和３年７月 31 日までの間になされ

た技能実習計画の認定の申請について適用すること。なお、改正省令の施行の際に

すでに申請がなされ、審査が行われている技能実習計画の認定の申請についても、

上記（１）の適用対象とし、上記（２）及び（３）により確認すること。 

 （５）上記（１）の措置の適用を受けることにより、入国後講習を含む技能実習の効果

的かつ安全な実施及び技能実習生の我が国での日常生活に支障が生じないよう、監

理団体等においては、入国前講習終了後の技能実習生に我が国での生活や円滑な技

能等の修得等に資する知識に触れる機会を提供するなど、必要に応じて入国前講習

の効果を低減させない取組を行うこと、また、入国後講習の「本邦での生活一般に

関する知識」の科目では、新型コロナウイルス感染症の感染防止策や災害時の対応

について周知するよう外国人技能実習機構から指導及び助言すること。 

 

 ２ 「12 分の１以上」の特例について（附則第８条関係） 

 （１）「１月以上の期間かつ 160 時間以上」の入国前講習を受けた技能実習生について

は、入国後講習の総時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上から 12 分

の１以上に短縮できることとしているところ、外国人技能実習機構が新型コロナウ

イルス感染症のまん延の状況等を考慮してやむを得ないと認める場合であって、技

能実習生が本邦外において、「45 日以上の期間かつ 240 時間以上」の課程を有し、

座学により実施される講習を受けているときは、当分の間、入国後講習の総時間数

を第１号技能実習予定時間全体の 24 分の１以上に短縮することを認めること。 

    なお、特例の適用を受けた場合も、入国前講習と入国後講習の所定時間数の合計

は、現行の施行規則に規定されている総時間数と同じになることに留意すること。 

 （２）上記（１）の措置の適用に当たっては、当該措置は、技能実習の開始が我が国の

防疫措置により当初予定より遅れることを防ぐことを目的とするものであるため、

技能実習計画認定申請書において、入国後講習を 24 分の１以上に短縮する内容であ



る場合は、14 日間の待機期間中にオンラインでの入国後講習が実施できない理由を

申請者に確認すること。 

（３）上記（１）中「45 日以上の期間かつ 240 時間以上」の課程を有する入国前講習の

実施及び上記（２）については、以下の書類により確認すること。 

  ・ 入国前講習実施（予定）表に関する申請者等の誓約書（参考様式１-29 号） 

・ オンラインでの入国後講習が実施できない理由を記載した文書（様式自由） 

 （４）上記（１）の措置は、改正省令の施行日以後になされた技能実習計画の認定の申

請について適用すること。なお、改正省令の施行の際にすでに申請がなされ、審査

が行われている技能実習計画の認定の申請についても、上記（１）の適用対象とし、

上記（２）及び（３）により確認すること。 

 （５）上記（１）の措置の適用を受ける場合は、施行規則第 10 条第２項第７号ロに掲げ

る科目の入国後講習時間の合計が第１号技能実習予定時間全体の 24 分の１以上と

なるようにすること。 

この場合において、入国後講習の「本邦での生活一般に関する知識」の科目では、

新型コロナウイルス感染症の感染防止策や災害時の対応について周知すること、ま

た、「出入国又は労働に関する法令の規定に違反しないことを知ったときの対応方

法その他技能実習生の法的保護に必要な情報」の科目では、従前どおり技能実習法

令、入管法令、労働関係法令、その他法的保護に必要な情報について、少なくとも

各２時間ずつ実施することを目安とし、合計で８時間実施するとともに、各科目に

おける留意点、通訳を付す場合の取扱い及び使用する教材等も、従前どおりである

ことに留意すること。 

（６）上記（１）の措置の適用を受けることにより、技能実習の効果的かつ安全な実施

及び技能実習生の我が国での日常生活に支障が生じないよう、監理団体等において

は、単に入国前講習の時間数を増やすにとどまらず、必要に応じて教材や講習の内

容等を工夫するなどして講習の質の向上に努め、技能実習開始後も技能実習生の日

常生活に支障が生じていないか確認するよう外国人技能実習機構から指導及び助言

すること。 

     

第３ 介護職種における入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて 

 介護職種における入国後講習の総時間数の免除についても、改正省令の趣旨を踏まえ、

当分の間の取扱いを「「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する

法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に伴う介護職種における入国後講習の時間

数の免除に係る取扱いについて」（令和３年２月 26 日社援発 0226 第２号・老発 0226 第

２号厚生労働省社会・援護局長・厚生労働省老健局長通知）（別添２）で示したところ

であるので、参照すること。 

  

 

以上 
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                          社援発 0729 第２号 

老 発 0 7 2 9 第 １ 号 

令和３年７月 29 日 

 

都 道 府 県 知 事 

政令市・中核市長 

地方厚生（支）局長 

 

      厚生労働省社会・援護局長 

厚 生 労 働 省 老 健 局 長   

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

「外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関す 

る法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に伴う介護職種に

おける入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについて 

 

 

先般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、入国後の第１

号技能実習生に対して監理団体等が行う講習に係る特例措置を講ずる「「外国人

の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則の一部を

改正する省令」の施行に伴う介護職種における入国後講習の時間数の免除に係

る取扱いについて」（令和３年２月 26 日社援発 0226 第２号・老発 0226 第２号

本職通知。以下「局長通知」という。）（別添１）を通知したところである。 

今般、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の状況を踏まえ、「外国人の技能

実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則の一部を改正す

る省令」（令和３年法務省・厚生労働省令第５号。以下「改正省令」という。）（別

添２）が公布及び施行されたことから、「「介護職種について外国人の技能実習

の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律施行規則に規定する特定の職

種及び作業に特有の事情に鑑みて事業所管大臣が定める基準等」について」（平

成 29 年９月 29 日社援発 0929 第４号・老発 0929 第２号本職通知。）により通

知した入国後講習の時間数の免除に係る取扱いについては、当分の間、下記の

とおりとしたので、ご了知願いたい。また、各自治体におかれては、貴管下市

町村のほか、事業者、関係団体等に対し、その周知徹底方をお願いする。 

 

記 

殿 



 

第１ 改正省令の内容 

入国後講習の所定時間数を第１号技能実習予定時間全体の６分の１以上か

ら 12 分の１以上に短縮できることとしている入国前講習の要件のうち「過去

６月以内」について、外国人技能実習機構が新型コロナウイルス感染症のま

ん延の状況等を考慮してやむを得ないと認める場合には、「令和元年８月１日

以降」とし、同日以降に技能実習生が受講する講習を入国前講習として認め

る特例措置を、「令和３年７月 31 日までの間」に申請がなされた技能実習計

画の認定について適用することとしていたところ、「令和４年７月 31 日まで

の間」とし、適用の期限を１年間延長することとされた。 

 

第２ 特例措置の期限の延長等について 

改正省令の施行により、局長通知第２の１中「令和３年７月 31 日までの間」

としていたころ、「令和４年７月 31 日までの間」とし、１年間延長されるこ

ととなる。局長通知第３の「特例措置が適用される場合の入国後講習の時間

数の取扱いについて」の取扱いは、局長通知第２の２が適用される場合には、

引き続き継続することとする。 

 
 

以上 
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